
◎日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法の一部を改正する法律 
（令和四年五月二〇日法律第四五号）（衆）   

一、 提案理由（令和四年四月二六日・衆議院本会議） 

○小里泰弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨を御説明申

し上げます。 

 日本海溝及び千島海溝沿いの海溝型地震については、関係法律等に基づき、鋭意防災

対策が進められてきましたが、甚大な被害が発生した東日本大震災の教訓を踏まえ、本

年三月に、最新の科学的知見に基づく最大クラスの地震、津波を想定した防災対策がま

とめられました。 

 本案は、こうした状況に鑑み、同地震に係る地震防災対策について、先に対策が進め

られてきた南海トラフ地震に係るものと同程度に強化するため、地震防災対策推進協議

会の組織、津波避難対策特別強化地域の指定、津波避難対策緊急事業計画の作成及びこ

れに基づく事業に係る財政上の特別の措置等について定めようとするものであります。 

 本案は、去る二十一日の災害対策特別委員会において、内閣の意見を聴取した後、全

会一致をもって成案と決定し、これを委員会提出法律案とすることに決したものであり

ます。 

 なお、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の強化に関する件を本

委員会の決議として議決したことを申し添えます。 

 何とぞ議員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○決議（令和四年四月二一日） 

 政府は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による災害が甚大で、かつ、その被災地

域が広範にわたるおそれがあることに鑑み、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る

地震防災対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律の施行に当たっては、次

の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾なきを期するべきである。 

一 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域の多くは東日本大震

災で津波による甚大な被害を受けた地域となることが見込まれることから、東日本大

震災からの復興に万全を期すこと。 

二 事前防災として集団移転促進事業が行われる場合には、防災性の向上のみならず、

地域コミュニティの維持及び活性化が十分に確保されるよう、ガイドラインの作成そ

の他の方法により、当該集団移転促進事業に係る地方公共団体に対して必要な情報提

供を行うこと。 

三 事前防災として集団移転促進事業を行うことを検討する地方公共団体の判断に資す

るよう、近年実施された集団移転促進事業に係る事例の分析及び整理を行うとともに、

その結果について、インターネットその他の方法を活用して、広く積極的に情報提供

を行うこと。 



四 地震・津波災害と原子力発電所の事故等の複合災害への対応についても十分な配慮

を行うこと。 

五 実効ある災害廃棄物処理計画を作成し、速やかに生活環境や公衆衛生の確保が講じ

られるようにすること。 

六 帰宅困難者対策については、近年の鉄道など公共交通機関の耐震対策の進展や、ス

マートフォンの普及などデジタル化の進展等を踏まえた対策の見直しを踏まえつつ、

十分な配慮を行うこと。 

七 感染症の感染拡大時における感染防止策についても十分な配慮を行うこと。 

 右決議する。 

二、 参議院災害対策特別委員長報告（令和四年五月一三日） 

○佐々木さやか君 ただいま議題となりました法律案につきまして、災害対策特別委員

会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震による災害が甚大で、かつ、その被

災地域が広範にわたるおそれがあることに鑑み、同地震による災害から国民の生命、身

体及び財産を保護し、同地震に係る地震防災対策の推進を図るため、日本海溝・千島海

溝周辺海溝型地震防災対策推進地域の指定、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対

策推進基本計画等の作成、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地

域の指定、津波避難対策緊急事業計画の作成及びこれに基づく事業に係る財政上の特別

の措置等について定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院災害対策特別委員長より趣旨説明を聴取した後、

採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年五月一一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域の多くは東日本大震

災で津波による甚大な被害を受けた地域となることが見込まれることから、東日本大

震災からの復興を一日も早く実現すること。 

二 本法の特例に基づく集団移転促進事業に対する地方公共団体の取組が促進されるよ

う、近年実施された集団移転促進事業に係る事例の分析及び整理を行うとともに、必

要な情報、ノウハウ及び助言の提供並びに人的支援等を積極的に行うこと。また、同

事業の実施に当たっては、防災性の向上に加えて、地域コミュニティの維持及び活性

化が十分に確保されるよう、ガイドラインの作成その他の方法により、当該事業に係

る地方公共団体に対して必要な情報提供を行うこと。 



三 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域を含め、北海道・東

北地方は、我が国の食料基地となっていることから、農山漁村地域における防災・減

災対策を積極的に推進するとともに、甚大な被害を受けた場合であっても、国民生活

が混乱しないよう、食料の確保についてあらゆる手段を講ずること。また、同地方に

おける災害時のエネルギー供給を確保する観点から、電力施設、石油・ガス備蓄施設

等における民間事業者の防災対策に対する支援を充実・強化すること。 

四 地震・津波災害と原子力発電所の事故等の複合災害への対応についても十分な配慮

を行うこと。 

五 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域における地震津波避

難対策の推進に当たっては、最近の地震被害による教訓も踏まえ、鉄道など公共交通

機関の耐震対策を一層進めるとともに、スマートフォンの普及などデジタル化の進展

等を踏まえた対策の見直しを行うこと。また、積雪寒冷地域である特性に鑑み、低体

温症への対処について防災訓練や防災教育等において周知徹底を図ること。 

六 実効ある災害廃棄物処理計画を作成し、速やかに生活環境や公衆衛生の確保が講じ

られるようにすること。また、感染症の感染拡大時における感染防止策についても十

分な配慮を行うこと。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


